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1. 琵琶湖の役割について 

－琵琶湖に期待すること、期待してきたこと－ 

1.1 琵琶湖の役割 

琵琶湖流域の面積は、滋賀県面積の約 96％に相当し、湖面積も滋賀県面積の約 1/6 を

占めている。琵琶湖は、わが国最大の淡水湖として豊富な水量を貯え、古くから人々の

生活と密接なつながりをもち、滋賀県はもちろんのこと下流の京阪神地域の産業や文化

の発展に大きく寄与している。 

琵琶湖の役割は、『琵琶湖の総合的な保全のための計画調査』で示された琵琶湖の総合

的な保全像である「水質保全」、「水源涵養」、「自然的環境・景観保全」の観点より、以

下のような機能に分類して整理できる。 

 

(1) 生物生息・生育 

・ 琵琶湖には 50 種を超える固有種を含む 2千種以上の動植物が生息・生育。 

・ 1993 年にラムサ－ル条約の登録湿地として認定。 

・ 固有種を含め水生植物、底生動物、魚類、鳥類等様々な生物が生まれ育つ場と

しての機能。（琵琶湖内のみならず周辺地域も含む） 

資料－ 1 

(2) 水質浄化 

・ 流入してくる汚濁物質を湖辺のヨシ帯や内湖等が有する自然浄化機能によっ

て水質を改善。 

・ 琵琶湖の大規模な容量によって希釈、沈殿等し、物質循環系に組み込まれてい

る。 

資料－ 2 

(3) 気象形成 

・ 琵琶湖の広大な湖水面により湖周辺地域の気温変化が緩和される。 

・ 琵琶湖の存在による湖陸風の発生。 

資料－ 3 

(4) 水資源 

・ 豊富で安定した水を貯える琵琶湖は約 1,600 万人の貴重な水源。 

・ 上水道、農業用水、工業用水、都市の環境用水等の用水を安定的に供給する機

能に加え、水力発電の用に供する機能。 

資料－ 4 
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(5) 地場産業基盤 

・ 淡水漁業の場、ヨシ、淡水真珠などの地場産業を営む上での基盤的機能。 

・ アユ苗を全国に供給。 

資料－ 5 

(6) 生活・文化形成 

・ これまでの洗い物、舟運といった日常生活の基盤を提供することに加え、琵琶

湖と人々との関わりの中で生まれてきた様々な歴史、祭事、食文化等を継承す

る場としての機能。 

・ 琵琶湖の四季を背景に、清浄でのどかな風景を題材とした風景画や写真の他、

美しい和歌が詠まれたり、小説の舞台となるなどしている。 

・ 偉大な象徴であるとともに、近畿地方においても、琵琶湖が与える有形、無形

の恩恵による象徴的な存在。 

資料－ 6 

(7) 学習・研究 

・ 琵琶湖は約 400 万年の歴史を有し、世界でも有数の古代湖。 

・ 古くから陸水研究の対象。 

・ 自然とのふれあいの場、環境を学習する場としての機能を提供するとともに、

水文・水理・水質・生物等湖沼に関わる様々な研究フィールドを提供する機能。 

資料－ 7 

(8) 親水 

・ 琵琶湖の開けた水面は雄大な開放感を与える親水機能をもつとともに、水に入

り・触れる親水活動の場として機能。 

・ 琵琶湖が有する恵まれた自然と景観は国内外の人々に親しまれ、様々なレクリ

エ－ションの場として利用。 

・ 釣り場としての機能。 

資料－ 8 

(9) 交通 

・ 日本海から大阪湾へ至る交通の要所であった。 

・ 大半が観光航路。 

・ 経年的には減少傾向にあるが、年間 40 万人近くが利用し観光機能を支える重

要な役割。 

資料－ 9 
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(10) 治水防災 

・ 広大な湖面積（674km2）と大量の貯水量による下流河川（淀川）の洪水および

流況の調整機能。 

・ 琵琶湖の水位 1cm は約 700 万 m3の水量に相当。 

資料－ 10 

 

1.2 琵琶湖に対する上下流の要請 

琵琶湖・淀川水系では、上流県（滋賀県）と下流府県（京都府、大阪府、兵庫県）と

の間で治水上・利水上の面で利害が相反している。 

(1) 洪水時 

琵琶湖に流入する河川は一級河川だけで 119 本あるのに対し、琵琶湖から流出する河

川は瀬田川１本に限られる。そのため大雨が降ると、琵琶湖への流入量が瀬田川からの

流出量を大きく上回ることになり、琵琶湖の水位は必然的に上昇し沿岸が浸水することに

なる。従って、琵琶湖沿岸住民からは、洪水時は瀬田川から出来るだけ多くの量を流して、

琵琶湖の水位上昇を抑制することを要請される。 

一方、我が国の産業、経済の中心であった下流の淀川沿川の低地では、これまでにも

幾度と無く淀川が破堤し、その度に大きな被害を受けてきた。そのため、下流の淀川沿川

の住民からは、下流が洪水で危険なときは、琵琶湖に可能な限り貯留させて、下流への流

出を可能な限り抑制させることを要請される。 

資料－ 11、資料－ 12 

(2) 渇水時 

琵琶湖の水位が低下すると、琵琶湖沿岸の取水施設からの取水や船舶の航行に支障

をきたすだけでなく、琵琶湖の豊かな生態系と自然に影響を与えるという観点から、琵琶

湖沿岸の住民からは、渇水時は琵琶湖からの流出量を出来るだけ減らし、琵琶湖水位の

低下を抑制させることを要請される。 

一方、我が国有数の人口集中地域であり、また産業・経済発展地域でもある下流京阪

神では、増大した水需要を常に満足させるように、渇水で琵琶湖の水位が低下しても、琵

琶湖からの豊富で安定した水供給を要請される。 

資料－ 13 

(3) 水質 

琵琶湖の水は琵琶湖沿岸域のみならず下流の京阪神地域も含め 1,600 万人に供され

ており、安全で質の高い水資源の確保が、上流滋賀県のみならず下流府県にとっても望ま

れている。 

資料－ 14 
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(4) 自然環境 

豊かな水量と広々とした空間をもち、様々な生物を育む琵琶湖は、存在そのものに大き

な価値があり、その自然環境を保全していくことは、滋賀県のみならず下流府県にとっても

大きな意義がある。 

 

1.3 要請に応えるために実施してきたこと 

(1) 明治以前 

（１）明治以前 

１）瀬田川改修の萌芽 

      琵琶湖の治水に関する歴史は古く、奈良時代には、土木工事に卓抜した手腕を奮った「僧侶 

行基」が、洪水で苦しむ琵琶湖沿岸の人々を救うため、瀬田川の水を流れにくくしている「大日山

の掘削」を計画した。 

しかし、大日山の掘削を行うと下流の淀川沿岸に氾濫被害の増大を招くことになるため、山頂

に大日如来を祀り、大日山の出鼻を如来の膝部と称し、「掘削すれば祟りで死ぬ」として、むしろ

大日山を残すことにより、流水の調整を図ろうとしたことから琵琶湖治水の歴史が始まった。 

その後、平清盛や豊臣秀吉らによって運河構想とも絡めて琵琶湖と日本海を繋ぐ水路計画も

企てられたが実現には至らなかった。 

 

２）江戸時代 

江戸時代に入ると瀬田川の浚渫の願書が、毎年のように幕府に提出された。しかし、下流の京

都、大阪方の住民が大洪水を被るという理由から大反対するとともに、幕府も膳所城が干上がり

要塞としての役割を果せなくなることや、軍事上重要な供御瀬の浅瀬を保つ必要性があったこと

などの理由で、例え自普請であっても許可を与えなかった。このため、江戸時代における浚渫は

約 200 年間にわずか 5 回だけしか許可されなかった。江戸時代末期には高島郡深溝村の庄屋、

藤本太郎兵衛ら親子３代にわたり瀬田川の浚渫が行われたが、依然として瀬田川の疎通能力は

小さく、明治初期に至っても琵琶湖水位.±0m で 50m3/s 程度しか流すことが出来なかった。 

資料－ 15 

(2) 昭和 20 年代まで 

1) 琵琶湖第一疏水・第二疏水・宇治発電所 

・ 第一疏水は明治 23 年に竣工。第二疏水は明治 45 年に竣工。宇治発電所は大正 2 年に竣

工。 

・ 第一疏水の完成により、我が国最初の水力発電をはじめ、舟運・かんがい・上水道等の多

目的な利用の開始。その後、水道・発電の拡張等を目的に第二疏水が完成。 

2) 淀川改良工事計画 

・ 淀川における本格的な治水事業として明治 29 年に着手。 

・ 本工事により実施された瀬田川の洗堰の設置、宇治川の巨椋池からの分離と新淀川の開



 5

削が現在の淀川の姿を造った。 

3) 淀川第一期河水統制事業 

・ 昭和 28 年に竣工。 

・ 産業経済の発展に伴う水需要の増大等に対処するため、琵琶湖の水位調節による水利用

を開始。 

4) 淀川水系改修基本計画 

・ 昭和 29 年に計画決定。 

・ 昭和 42 年に竣工。 

資料－ 16、資料－ 17 

(3) 昭和 40 年代以降 

1) 淀川水系工事実施基本計画 

・ 昭和 46 年に計画決定。 

・ 淀川下流は 200 年に一度の降雨を対象とした事業を実施。 

・ 現在までに瀬田川洗堰、淀川大堰、天ヶ瀬ダム、高山ダム等が完成。 

・ 昭和 62 年からは淀川下流域の超過洪水対策として高規格堤防（スーパー堤防）の整備を

実施。 

資料－ 18 

2) 琵琶湖総合開発事業 

琵琶湖総合開発事業は、これまでの治水・利水の上下流対立を解消すべく、昭和４７年（１９７２

年）に制定された琵琶湖総合開発特別措置法によりスタートし、国、滋賀県、下流府県（関係市町村

を含む）の連携と協同しつつ、二度の計画変更と２５カ年の歳月を経て終結した事業である。 

また、琵琶湖総合開発特別措置法は、琵琶湖の恵まれた自然環境の保全と汚濁しつつある水質

の回復をはかることを基調とし、その資源を正しく有効に活用するため、別図に示すような琵琶湖お

よび周辺地域の保全、開発及び管理について総合的な施策を推進することを基本目標としている。 
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この琵琶湖総合開発事業の中で琵琶湖の水位管理を別図のとおり行うことと瀬田川洗堰全閉操

作を定めた瀬田川洗堰操作規則により、治水においては琵琶湖沿岸の浸水被害の軽減と下流淀川

の洪水流量の低減が可能となるとともに、利水においては、大阪府・兵庫県域への都市用水として新

たに最大 40m3/s の供給が可能となった。 

 

 
資料－ 19 

 

(4) 近年（平成 4 年以降） 

琵琶湖総合開発事業の琵琶湖開発事業が完了した、平成４年には瀬田川洗堰操作規則が制定された。

この操作規則によって、これまで夏季の目標水位を±０ｍとしていたものを、あらかじめ－２０ｃｍまで下げ

ておき（あらかじめ下げておく目標の水位を「制限水位」という）、この下げたことに伴う琵琶湖の空き容量

をもって琵琶湖沿岸の浸水被害を軽減させるようにしている。資料－ 20 

洗堰操作規則制定以来、５月中旬から６月中旬までの約１ヶ月間で、春期に常時満水位付近まで回復

した水位を制限水位の－２０ｃｍまで下げていた。また、梅雨期の降雨が期待していたほど見込まれない

ときもあり、そのようなときでも下流域の生活や産業のため必要な用水は琵琶湖から補給する必要がある

ことから、年によっては、その後も水位低下が進行することがあった。 

一方、この時期は丁度コイ科魚類の産卵時期と重なり、このような急激な水位低下が琵琶湖沿岸部や

内湖のヨシ帯で産卵するコイ科魚類の産卵に影響している恐れがあるとの指摘がある。そのため、現在

では、治水・利水機能を維持しつつ、急激な水位低下を避けるために、４月初旬から５月中旬までの水位

の目標を常時満水位より低く設定し、その後、６月中旬に洪水期制限水位になるように徐々に低下させる

ような操作を平成 15 年より実施している。また、コイ科魚類は降雨後に産卵することが多く、孵化には５日

程度かかることから、降雨によって上昇した水位をその後の気象状況に十分注意しながら、概ね１週間維

持した後、目標とする水位まで緩やかに低下させるような試験操作も実施している。但し、６月中旬には制

限水位まで低下させる必要があることから、この操作は５月中旬までとしている。資料－ 21 
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2. 琵琶湖流域の社会環境の変遷 

2.1 流域人口 

滋賀県の人口は、1960年代後半頃までの10年間は85万人前後とほぼ一定していたが、

その後は急激に増加を続け、2000 年には約 133 万人に達した。 

資料－ 22 

2.2 土地利用 

1966 年から 2000 年の 34 年間で、水田は 15％減少、畑は 26％減少、宅地は 149％増加

し、滋賀県では都市化の進行に伴う農地から宅地その他への転用が急速に行われた。 

資料－ 23 

2.3 下水道整備 

1972 年から下水道が整備され平成 14 年度末には滋賀県全体の下水道普及率は７２．

６％となった。滋賀県では琵琶湖の富栄養化防止のために、通常の有機物除去の処理に

加えて T-N、T-P の除去を行っているのが大きな特徴である。 

資料－ 24 

2.4 圃場整備 

滋賀県では、1960 年代半ばから圃場整備を積極的に進めてきており、1997 年度の時点

では、整備面積は約 40,000ha となっている。 

資料－ 25 

2.5 製造品出荷額 

滋賀県の製造品出荷額は、1965 年頃から 1990 年頃までに大幅に増加しており、1990

年には 6兆円を超えている。また、1990 年代に入ってからは、横ばいである。 

資料－ 26 

2.6 汚濁負荷量 

1970 年～1975 年ごろまでは汚濁負荷量は増加傾向にあったが、その後は減少傾向にあ

る。 

資料－ 27 

2.7 沿岸の浸水状況 

明治時代の記録によると、隔年程度の頻度で湖辺域に長期間にわたって浸水の被害が

生じ、甚大な被害を蒙っていた。 

しかし、1909（明治 42）年に淀川改良工事による旧洗堰の設置と瀬田川浚渫が終わっ

た以後は、浸水被害と浸水日数は飛躍的に改善・短縮された。 

資料－ 28 
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2.8 ダムの設置 

1940 年代に入り琵琶湖流入河川で合計１１ダムの建設が行われてきている。 

資料－ 29 
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3. 琵琶湖の自然環境の変遷 

－琵琶湖環境の健康診断－ 

3.1 地形・地質 

四方が山々に囲まれている。琵琶湖の東部および南東側は丘陵・扇状地・三角州等が

発達し、低平地が広く分布している。北部および西部は急峻な山地が琵琶湖に迫ってい

る。 

また、琵琶湖周辺における、琵琶湖と水路をもって結ばれる内湖は、干拓等によって

1940 年から 1995 年までの 55 年間に約 2,900ha から約 430ha と、大幅に減少している。 

沿岸帯の浅場（水深 7以浅）の面積は、湖岸改変により減少している。 

琵琶湖の周囲は、琵琶湖への流入河川に伴う沖積層が広がり礫・砂が多く分布してい

る。礫・砂は水が浸透しやすいことから、河川水の一部は低地部で浸透し、地下水とな

って琵琶湖へ流入すると考えられる。 

資料－ 30、資料－ 31、資料－ 32、資料－ 33 

3.2 気候 

(1) 気温 

10 か年移動平均によると、約 100 年間で約 1.2℃の気温上昇が生じており、最高気

温及び最低気温に着目すると冬の冷え込みが減少している。 

資料－ 34 

(2) 日照時間 

1960 年頃までは、約 20 年周期で増減を繰り返しているが、1970 年頃以降は、その

周期が短くなりつつあり、かつ、近年は若干減少する傾向がみられる。 

資料－ 35 

(3) 降水量 

10 か年移動平均によると、約 100 年間で増加・減少を繰り返しているが、1960 年

頃からは減少傾向にある。 

資料－ 36 

(4) 積雪量 

100 年間の最大積雪深をみると減少しており、最深積雪は約 100 年間で約 18cm 減少

している。 

資料－ 37 

 



 10

3.3 水文 

(1) 琵琶湖の流出入量 

琵琶湖の年間の水収支を昭和 52 年から昭和 60 年の 9年間の平均でみると、琵琶湖

水の流入源は河川が約 66％と最も多く、次いで湖面上への降水が約 29％、湖岸周辺

からの地下水が約 5％となっている。 

水位観測データから求められた流入量は、1960 年代中頃に減少し、その後回復傾向

がみられるものの、1960 年代半ば頃からは再度減少傾向にあった。また、総流出量も

10 ヵ年移動平均でみると、流域平均雨量とともに 1960 年以降減少傾向にある。 

資料－ 38、資料－ 39、資料－ 40 

(2) 琵琶湖水位 

明治から現在迄の約 100 年間で水位が約 1m 低下している。特に、1992 年に策定さ

れた瀬田川洗堰操作規則以降、５月中旬からの洪水期制限水位への移行などによる急

速な水位低下の増大、６月以降の水利用による水位低下および夏から冬にかけての低

い水位の長期化が生じている。 

資料－ 41、資料－ 42 

(3) 湖流 

琵琶湖表面には還流と呼ばれる流れのほか、主に風による静振（セイシュ）と呼ば

れる水の上下動や、季節変動（夏は成層、冬は循環）がある。南湖と北湖間の密度流

による交換として、内部静振によるものと、秋から冬にかけての湖面冷却によるもの

が確認されている。 

資料－ 43、資料－ 44、資料－ 45、資料－ 46 

(4) 波浪 

波浪エネルギーは、沖ノ島の島影等を除く北湖東岸で大きくなっている。この地域

は風の卓越方向が北西で、かつ吹送距離が長いため、波浪の影響が特に大きい｡北湖

西岸では南東、南南東方向からあまり強い風が生じないため波浪エネルギーが小さく

なっている。南湖では風速が小さく、吹送距離も短いため、波浪エネルギーは北湖の

1/10～1/100 と小さくなっている。 

資料－ 47 

 

3.4 水質 

(1) 河川水質 

南湖流入河川は、BOD、COD、T-N、T-P のいずれも 1990 年頃までは低下傾向が見ら

れていたが、その後横ばいとなっている。 
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北湖流入河川は、BOD、COD、T-N、T-P のいずれも 1980 年以降横ばいないしは漸増

傾向となっている。 

また、微量化学物質については、基準値や指針値等を越えるといった問題となる濃

度は確認されていないが、農地河川である法竜川や農業排水路では、5 月～6 月に除

草剤の成分が、6月下旬～8月に殺菌剤・殺虫剤の成分が確認されている。 

資料－ 48、資料－ 49 

(2) 琵琶湖水質 

透明度は南湖で低く、特に南湖東部で低い。また、北湖では東部、南部でやや低い

傾向にある。COD、TN および TP は南湖で高く、特にＴＮは南湖南部、ＴＰは南湖東部

で高い。また、北湖でも南部でやや高くなる傾向がみられる。 

北湖では 5～11 月に水深 10～20ｍ付近に水温躍層が形成され、夏季に最強となり厳

寒期には完全に消滅する。一方、浅い南湖では風による混合が生じ成層はほとんど発

達せず通年的に１層状態が維持される。水温躍層の上下間では物質の交換がほとんど

行われないことから、成層期には上下間で水質に大きな違いが生じる。一方、冬季に

は全層循環が生じ、鉛直方向にほぼ均一水質分布となる。 

透明度は、1930 年頃から 1960 年頃まで低下し、その後横ばいであり、1990 年代以

降はやや改善傾向がみられる。 

北湖に比べて南湖で富栄養化傾向が顕著である。水温は 1990 年代以降に 1～2℃上

昇している。COD は 1980 年代から漸増傾向にある。T-N は北湖で 1980 年代から上昇

傾向である。T-P は南湖で顕著に低下している。近年では同じ有機物指標である BOD

と COD の濃度乖離が問題視されており、湖内に難分解性有機物が増加したことが原因

であると言われている。なお、その発生源については諸説あるが、大きくは①流域発

生説と②湖内発生説に分けられる。滋賀県は北湖水の自然分解状況について実験して

おり、1 週間以降はほとんど分解が生じていないことから、湖水中の COD は難分解性

有機物の割合が高いとの報告を示している。 

環境基準は、北湖の T-P で 1980 年以降達成しているが、COD、T-N は基準値を上回

っている。 

沖帯底層の溶存酸素濃度（DO）は 1970 年代後半から 1980 年代に低下し、以後横ば

いである。 

淡水赤潮は、1977 年から 5 月を中心にほぼ毎年発生しているが、1980 年代後半以

降からは低いレベルで推移している。 

アオコは、1983 年から 8、9月を中心にほぼ毎年発生しており、1994 年以降増加傾

向がみられる。アオコ形成の主な種類も近年顕著に変化している。 

カビ臭は、1959 年からほぼ毎年確認されている。 

資料－ 50、資料－ 51、資料－ 52、資料－ 53、資料－ 54、資料－ 55、資料－ 56、資料－ 57 
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3.5 底質 

(1) 物理特性 

沿岸の底質は 1970 年頃から全体的に泥化しており、特に湖東地域、湖南地域にお

いてその傾向が顕著である。 

資料－ 58 

(2) 化学特性 

南湖の赤野井湾や中間水路は、汚濁負荷が集中して流入するにも関わらず、水交換

が困難な地形的条件を備えていることから、富栄養化が進行し、毎年のようにアオコ

の発生が確認されている。湖底には、流入した汚濁負荷が沈降・堆積していることか

ら、底質の鉛直分布をみると、表層から約 20cm 付近までの層で高いリン濃度を示し

ており、嫌気状態下ではリンの溶出・回帰が起こる可能性がある。 

資料－ 59 

3.6 生物 

(1) 生物相 

既存の文献および調査結果から、琵琶湖とその周辺で 2002 年までに 50 種を超える

固有種を含む 2千種以上の生物が確認された。 

資料－ 60、資料－ 61 

(2) 湖辺植物 

1963～1997 年の間にヨシ帯（陸ヨシを含む）が約 173ha 減少し、特に 1980 年前後

で水ヨシ帯が減少している。一方で、1987～2001 年には約 19ha のヨシが植栽された。 

資料－ 62 

(3) 沈水植物 

1994 年頃までは群落面積が減少傾向にあったが、近年では増加傾向にある。特に

1997 年から 2002 年にかけて南湖で分布が拡大している。 

資料－ 63 

(4) 鳥類 

ヨシに依存するカイツブリの個体数は、1980 年代以降、一時的に増加したものの減

少傾向にある。 

カワウ個体数が 1994 年頃から増加している。 

資料－ 64、資料－ 65、資料－ 66、資料－ 67、資料－ 68 
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(5) 魚介類 

フナ類（ニゴロブナ、ゲンゴロウブナ等）は 1960 年代中頃から減少し続けている。 

ホンモロコは 1970 年代後半に減少し、その後安定していたが、1990 年代前半に再

び急減している。 

イサザは 1980 年代後半に激減し、1990 年代後半にやや回復傾向がみられたが依然

として少ない。 

アユは 1990 年頃まで増加したが、1990 年代前半からの冷水病の発生により近年の

漁獲量は低迷しているという指摘がある。 

スジエビとテナガエビは 1970 年代までは増加していたが、その後減少し、1990 年

代になってからの減少が著しい。 

セタシジミの漁獲量は、1960 年代前半に著しく減少し、その後も減少の一途をたど

っている。 

捕食性の外来魚であるブルーギルやオオクチバスの移入が 1960～1970 年代に確認

されており、近年著しく増加している。 

資料－ 69、資料－ 70、資料－ 71 

 

(6) 底生動物 

沖帯の底生動物は、1968～73 年から 1992 年までに密度がほぼ 10 倍に増加したのに

対し、現存量は減少傾向にある。これは、大型のエラミミズが減少し、小型のイトミ

ミズが激増したことを示唆している。なお、1992～2000 年の間には顕著な変化はみら

れていない。 

資料－ 72 

 

(7) 植物プランクトン 

・ ピコプランクトンが 1989 年と 1990 年に大増殖した。 

・ 近年は優占種の交代が早いサイクルで変化してきている。また、1985 年までは

Merosirra solida が冬季に北湖全域に分布していたが、近年は激減しており、

褐色鞭毛藻の Cryptomonas sp. は 1978 年にはほとんど観察されなかったが、

近年増加傾向を示している。 

・ 琵琶湖固有種である緑藻のビワクンショウモ（Pediastrum biwae）が近年徐々

に少なくなってきており、現在では 1980 年当時の 1/100 程度までに数が減少

している。 

資料－ 73、資料－ 74、資料－ 75 

 

(8) 付着藻類 

近年、付着性藍藻のフォルミディウム（Phormidium sp.）が北湖のエリ網に大量発
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生している。 

資料－ 76 

(9) その他 

1991 年に琵琶湖北湖の水深 60m の湖底から低酸素条件で増殖する硫黄酸化細菌の

チオプローカ（Thioploca spp.）が発見された。 

資料－ 77 

 

3.7 自然景観 

自然湖岸の比率は、1979 年に 48.6%、1985 年に 44.3%、1991 年に 40.8%と徐々に減少

している。 

資料－ 78 
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3.8 分析対象項目の選定 

人口の増加や、産業の発展、産業構造の変化、治水・利水の要請等により、琵琶湖の

自然環境に様々な人為的な改変を加えてきた結果、自然環境が喪失・劣化している。3.1

～3.8 章で整理してきた琵琶湖の自然環境にみられる変化を整理した。 

 

分析対象項目の選定基準 

キーワード 選定基準 

情報の 

蓄積性 

琵琶湖における過去からの変遷を定量的に把握できるデータが得られる

事項。（整理した資料を下記に示す） 

変動性 ある程度データが蓄積されている過去 30 年間（1973 年～2002 年）にお

いて、経年的に増加・あるいは減少傾向にある事項。 

このとき、1970 年代の 10 年間の平均値と 1990 年代の 10 年間の平均値を

比較し、統計的に有意な差があるものを変動している事項としている（t

検定,P<0.05 による）。 

0
200
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1000
1200

1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 年

漁
獲

量
[t

]

1973年         過去30年間の変動             2002年

1973年～1982年の平均値

1993年～2002年の平均値

有意な差があるか
どうかを検討

 

注）下記の資料に基づいて、情報の蓄積性、変動性について検討した。 

○琵琶湖の生物出現種について 

・ 植物：生嶋 功(1971),北川 始(1973),永井かな(1975),環境庁編(1980),大津市(1981),環境庁編(1988),

滋賀県生活環境部(1988),小川房人(1988),角野康郎(1991),浜端悦治(1991),滋賀県(1992),前田

(1910),山口(1943),生嶋他(1962),生嶋(1966),永井(1975),Kunii et al.(1985),滋賀県水産試験場(1998),

水資源開発公団資料 

・ 魚類：三浦泰蔵他(1966),中賢治(1991),滋賀県水産試験場(1994),牧岩男(1964),平井賢一(1970),千葉

恭樹ら(1978), 滋賀県(1992),滋賀県立水産試験場(1915), 滋賀県立水産試験場(1953), 琵琶湖国定

公園学術調査団(1971), 滋賀県立琵琶湖文化館(1991),水資源開発公団資料 

・ 貝類・底生動物：津田松苗・河合禎次・鉄川精・御瀬久衛門(1966),滋賀県水産試験場(1972),津田

(1971),湖岸プロジェクト班(1987),西野他(1992),国土環境(1995,1996),水資源開発公団資料 

・ 陸上昆虫：水資源開発公団資料 

・ 両生類・爬虫類：環境庁(1988),松井正文,深田祝,水資源開発公団資料 

・ 哺乳類：環境庁(1988),寺西敏夫(1991),水資源開発公団資料 

・ 鳥類：岡田登美夫・山元孝吉(1971),須川 恒 他(1981),岡田登美夫 他(1986), 滋賀県立安曇川文

化芸術会館(1987),滋賀県(1988), 湖北町教育委員会(1990),滋賀県(1992),滋賀県資料,水資源開発
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公団資料 

 

○琵琶湖における過去からの変遷を定量的に把握できる主な資料 

・ 滋賀県統計書 

・ 滋賀県の気象 

・ 滋賀県農林水産統計年報 

・ 滋賀県水産試験場報告書（事業報告書、研究報告書） 

・ 滋賀県環境白書 

・ 琵琶湖研究所所報 

・ 国土交通省資料 

・ 水資源機構調査 



表(1) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

地形・地質 琵琶湖周辺の地形
内湖の面積 ○ (▼)
沿岸の浅場の面積 ○ (▼)
琵琶湖周辺の地質

気候 年平均気温 ○ △
日最高気温の年平均値 ○ （→）
夏日日数 ○ （→）
日最低気温の年平均値 ○ （△）
冬日日数 ○ （▼）
年間日照時間 ○ ▼
年降水量 ○ →
積雪日数 ○ （→）
最大積雪深 ○ →

水理・水文 琵琶湖の水循環と年間水収支
琵琶湖の逆算流入量 ○ （→）
琵琶湖の平均滞留時間 ○ （→）
琵琶湖の年間総流出量 ○ →
瀬田川洗堰の放流量 ○ →
琵琶湖年平均水位 ○ ▼
湖流
環流
静振
南北湖交流
波浪

水質 水質水平分布
今津沖中央地点の水質鉛直分布
北湖平均透明度 ○ △
南湖平均透明度 ○ →
北湖平均BOD ○ ▼
南湖平均BOD ○ ▼
北湖平均COD ○ △
南湖平均COD ○ →
北湖平均TN ○ →
南湖平均TN ○ ▼
北湖平均TP ○ ▼
南湖平均TP ○ ▼
北湖水の自然分解によるCOD濃度の時間
変化
淡水赤潮発生日数 ○ ▼
アオコ発生日数 ○ （△）
カビ臭発生日数 ○ →
沖帯底層の平均水温 ○ △
沖帯底層の最低DO ○ →
沖帯底層のリン酸態リン(PO4-P) ○ （→）
窒素およびリンの湖内物質循環状況
環境ホルモンの調査結果

底質 琵琶湖沿岸の泥分 ○ (△)
セタシジミ漁場付近の底質の有機物量
赤野井湾および中間水路における底質
鉛直分布

○ (△)
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表(2) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

湖辺植物 ｲﾛﾊﾓﾐｼﾞ
(沈水植物 ｵｵﾓﾐｼﾞ
を除く) ｶﾐｶﾞﾓｼﾀﾞ

ﾀﾆﾍｺﾞ
ﾃﾞﾝｼﾞｿｳ
ｻﾝｼｮｳﾓ
ｱｶｳｷｸｻ
ｵｵｱｶｳｷｸｻ
ｻｲｺｸﾇｶﾎﾞ
ﾔﾅｷﾞﾇｶﾎﾞ
ﾅｶﾞﾊﾞﾉｳﾅｷﾞﾂｶﾐ
ｻﾃﾞｸｻ
ﾇｶﾎﾞﾀﾃﾞ
ﾉﾀﾞｲｵｳ
ｺﾌﾞｼ
ﾋﾒｺｳﾎﾈ
ﾖﾂﾊﾞﾘｷﾝｷﾞｮﾓ
ﾀﾁｽｽﾞｼﾛｿｳ
ﾀｺﾉｱｼ
ｶﾜﾗｻｲｺ
ﾊﾏﾅｽ
ﾊﾏｴﾝﾄﾞｳ
ﾉｳﾙｼ
ﾋﾒﾋﾞｼ
ｺﾞﾊﾘﾏﾂﾓ
ﾄﾞｸｾﾞﾘ
ｻﾜｾﾞﾘ
ｸｻﾚﾀﾞﾏ
ｶﾞｶﾞﾌﾞﾀ
ｱｻｻﾞ
ﾁｮｳｼﾞｿｳ
ﾀﾁｶﾓﾒﾂﾞﾙ
ｺﾊﾞﾉｶﾓﾒﾂﾞﾙ
ﾊﾏｺﾞｳ
ﾐｽﾞﾄﾗﾉｵ
ﾐｿﾞｺｳｼﾞｭ
ﾋﾒﾅﾐｷ
ｵｵﾏﾙﾊﾞﾉﾎﾛｼ
ｶﾜﾁﾞｼｬ
ｵｷﾞﾉﾂﾒ
ﾋｼﾓﾄﾞｷ
ﾉﾀﾇｷﾓ
ﾀﾇｷﾓ
ﾌｻﾀﾇｷﾓ
ﾋﾒﾀﾇｷﾓ
ｲﾇﾀﾇｷﾓ
ｶﾜﾗﾊﾊｺ
ﾋﾒｼｵﾝ
ｵﾅﾓﾐ
ﾏﾙﾊﾞｵﾓﾀﾞｶ
ﾄﾁｶｶﾞﾐ
ｵﾋﾙﾑｼﾛ

注）湖辺植物、貝類以外の底生動物、陸上昆虫については、種類数が多いため、変遷の情報の得られない種や重要種に
指定されていない種は表に示していない。また、プランクトンについては、固有種のみを示した（513種を整理し
た）。
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表(3) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

湖辺植物 ﾐｽﾞｱｵｲ
ﾉﾊﾅｼｮｳﾌﾞ
ｸﾛﾏﾂ
ｼﾀﾞﾚﾔﾅｷﾞ
ｱｶﾒﾔﾅｷﾞ
ｼﾞｬﾔﾅｷﾞ
ｶﾜﾔﾅｷﾞ
ﾈｺﾔﾅｷﾞ
ｲﾇｺﾘﾔﾅｷﾞ
ｷﾇﾔﾅｷﾞ
ｺﾘﾔﾅｷﾞ
ｳﾝﾘｭｳﾔﾅｷﾞ
ｵｵﾀﾁﾔﾅｷﾞ
ｵﾉｴﾔﾅｷﾞ
ｺｺﾞﾒﾔﾅｷﾞ
ﾀﾁﾔﾅｷﾞ
ﾐﾔｺﾔﾅｷﾞ
ﾊﾏﾋﾙｶﾞｵ
ﾖｼ ○ (▼)
ｱﾔﾒ
ﾋﾒｺﾇｶｸﾞｻ
ﾐｸﾘ
ﾔﾏﾄﾐｸﾘ
ﾅｶﾞｴﾐｸﾘ
ｺｶﾞﾏ
ﾔｶﾞﾐｽｹﾞ
ｵﾆﾅﾙｺｽｹﾞ
ｼﾛｶﾞﾔﾂﾘ
ﾏﾂｶｻｽｽｷ
ﾋｼ
ﾏｺﾓ
ﾋﾒｶﾞﾏ
ﾌﾄｲ
ﾁｶﾞﾔ

沈水植物 ｼｬｼﾞｸﾓ
ｵｳｼｬｼﾞｸﾓ
ｵﾄﾒﾌﾗｽｺﾓ
ｵﾆﾋﾅﾌﾗｽｺﾓ
ｻｷﾎﾞｿﾌﾗｽｺﾓ
ｵﾆﾌﾗｽｺﾓ
ﾐｽﾞﾆﾗ
ﾊﾞｲｶﾓ
ｵｸﾞﾗﾉﾌｻﾓ
ﾀﾁﾓ
ﾌｻﾓ
ﾎｻﾞｷﾉﾌｻﾓ
ｵｵﾌｻﾓ
ﾔﾅｷﾞｽﾌﾞﾀ
ｽﾌﾞﾀ
ｵｵｶﾅﾀﾞﾓ
ｺｶﾅﾀﾞﾓ
ｸﾛﾓ

注）湖辺植物、貝類以外の底生動物、陸上昆虫については、種類数が多いため、変遷の情報の得られない種や重要種に
指定されていない種は表に示していない。また、プランクトンについては、固有種のみを示した（513種を整理し
た）。
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表(4) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

沈水植物 ﾐｽﾞｵｵﾊﾞｺ
ｾｷｼｮｳﾓ
ﾈｼﾞﾚﾓ
ｺｳｶﾞｲﾓ
ｶﾞｼｬﾓｸ
ﾋﾙﾑｼﾛ
ｻｻｴﾋﾞﾓ
ｵｵｻｻｴﾋﾞﾓ
ﾎｿﾊﾞﾐｽﾞﾋｷﾓ
ｻｻﾊﾞﾓ
ｱｲﾉｺﾋﾙﾑｼﾛ
ｴﾋﾞﾓ
ﾘｭｳﾉﾋｹﾞﾓ
ﾋﾛﾊﾉｴﾋﾞﾓ
ｻﾝﾈﾝﾓ
ｾﾝﾆﾝﾓ
ﾋﾛﾊﾉｾﾝﾆﾝﾓ
ﾔﾅｷﾞﾓ
ｻｶﾞﾐﾄﾘｹﾞﾓ
ｲﾊﾞﾗﾓ
ﾄﾘｹﾞﾓ
ｵｵﾄﾘｹﾞﾓ
ﾎｯｽﾓ
ﾋﾒﾎﾀﾙｲ
ﾊｺﾞﾛﾓﾓ
ﾏﾂﾓ
ｺﾞﾊﾘﾏﾂﾓ
ｷｼｭｳｽｽﾞﾒﾉﾋｴ

魚類 ｽﾅﾔﾂﾒ
ｳﾅｷﾞ ○ ▼
ﾜｶｻｷﾞ ○ （△）
ｱﾕ ○ →
ｲﾜﾅ
ﾆｼﾞﾏｽ
ﾔﾏﾒ
ｱﾏｺﾞ
ﾋﾞﾜﾏｽ ○ △
ｶﾜﾑﾂ(A型とB型)
ｵｲｶﾜ ○ ▼
ﾊｽ ○ ▼
ｶﾜﾊﾞﾀﾓﾛｺ
ｳｸﾞｲ ○ ▼
ｱﾌﾞﾗﾊﾔ
ﾀｶﾊﾔ
ｿｳｷﾞｮ
ｱｵｳｵ
ﾜﾀｶ
ﾊｸﾚﾝ
ﾀﾓﾛｺ
ﾎﾝﾓﾛｺ ○ ▼
ﾑｷﾞﾂｸ
ﾓﾂｺﾞ

注）湖辺植物、貝類以外の底生動物、陸上昆虫については、種類数が多いため、変遷の情報の得られない種や重要種に
指定されていない種は表に示していない。また、プランクトンについては、固有種のみを示した（513種を整理し
た）。
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表(5) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

魚類 ｶﾜﾋｶﾞｲ
ﾋﾞﾜﾋｶﾞｲ
ｱﾌﾞﾗﾋｶﾞｲ
ｶﾏﾂｶ
ﾂﾁﾌｷ
ｾﾞｾﾞﾗ
ｽｺﾞﾓﾛｺ
ﾃﾞﾒﾓﾛｺ
ｲﾄﾓﾛｺ
ﾆｺﾞｲ
ｽﾞﾅｶﾞﾆｺﾞｲ
ｺｲ ○ ▼
ﾆｺﾞﾛﾌﾞﾅ ○ ▼
ｹﾞﾝｺﾞﾛｳﾌﾞﾅ
ｷﾞﾝﾌﾞﾅ
ﾔﾘﾀﾅｺﾞ
ｱﾌﾞﾗﾎﾞﾃ
ﾀｲﾘｸﾊﾞﾗﾀﾅｺﾞ
ﾆｯﾎﾟﾝﾊﾞﾗﾀﾅｺﾞ
ｲﾁﾓﾝｼﾞﾀﾅｺﾞ
ｼﾛﾋﾚﾀﾋﾞﾗ
ｶﾈﾋﾗ
ｱﾕﾓﾄﾞｷ
ﾄﾞｼﾞｮｳ
ｽｼﾞｼﾏﾄﾞｼﾞｮｳ(小型種琵琶湖型)
ｽｼﾞｼﾏﾄﾞｼﾞｮｳ(大型種)
ｼﾏﾄﾞｼﾞｮｳ
ｱｼﾞﾒﾄﾞｼﾞｮｳ
ﾎﾄｹﾄﾞｼﾞｮｳ
ｷﾞｷﾞ
ｱｶｻﾞ
ﾅﾏｽﾞ
ﾋﾞﾜｺｵｵﾅﾏｽﾞ
ｲﾜﾄｺﾅﾏｽﾞ
ﾒﾀﾞｶ
ﾊﾘﾖ
ｶﾑﾙﾁｰ
ｵｵｸﾁﾊﾞｽ ○ （△）
ﾌﾞﾙｰｷﾞﾙ ○ （△）
ﾄﾞﾝｺ
ﾖｼﾉﾎﾞﾘ
ﾄｳﾖｼﾉﾎﾞﾘ
ｶﾜﾖｼﾉﾎﾞﾘ
ﾇﾏﾁﾁﾌﾞ
ｲｻｻﾞ ○ ▼
ｳｷｺﾞﾘ
ｶｼﾞｶ
ｳﾂｾﾐｶｼﾞｶ

貝類 ｽｸﾐﾘﾝｺﾞｶﾞｲ
ﾏﾙﾀﾆｼ
ｵｵﾀﾆｼ
ﾅｶﾞﾀﾆｼ

注）湖辺植物、貝類以外の底生動物、陸上昆虫については、種類数が多いため、変遷の情報の得られない種や重要種に
指定されていない種は表に示していない。また、プランクトンについては、固有種のみを示した（513種を整理し
た）。
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表(6) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

貝類 ﾋﾒﾀﾆｼ
ｸﾛﾀﾞｶﾜﾆﾅ
ｶﾜﾆﾅ
ﾁﾘﾒﾝｶﾜﾆﾅ
ﾎｿﾏｷｶﾜﾆﾅ
ﾀﾃﾋﾀﾞｶﾜﾆﾅ
ﾌﾄﾏｷｶﾜﾆﾅ
ﾅﾝｺﾞｳｶﾜﾆﾅ
ｸﾛｶﾜﾆﾅ
ﾊﾍﾞｶﾜﾆﾅ
ﾓﾘｶﾜﾆﾅ
ｲﾎﾞｶﾜﾆﾅ
ﾅｶｾｺｶﾜﾆﾅ
ﾔﾏﾄｶﾜﾆﾅ
ｵｵｳﾗｶﾜﾆﾅ
ｶｺﾞﾒｶﾜﾆﾅ
ﾀﾃｼﾞﾜｶﾜﾆﾅ
ｼﾗｲｼｶﾜﾆﾅ
ﾀｹｼﾏｶﾜﾆﾅ
ﾏﾒﾀﾆｼ
ﾋﾞﾜｺﾐｽﾞｼﾀﾀﾞﾐ
ﾆﾎﾝﾐｽﾞｼﾀﾀﾞﾐ
ｽｼﾞｲﾘｶﾜｺｻﾞﾗｶﾞｲ
ｶﾜｺｻﾞﾗｶﾞｲ
ﾋﾒﾓﾉｱﾗｶﾞｲ
ｺｼﾀﾞｶﾋﾒﾓﾉｱﾗｶﾞｲ
ﾓﾉｱﾗｶﾞｲ
ｵｳﾐｶﾞｲ
ｻｶﾏｷｶﾞｲ
ｶﾄﾞﾋﾗﾏｷｶﾞｲ
ﾋﾛｸﾁﾋﾗﾏｷｶﾞｲ
ﾋﾗﾏｷﾐｽﾞﾏｲﾏｲ
ﾋﾗﾏｷｶﾞｲﾓﾄﾞｷ
ｶﾜﾈｼﾞｶﾞｲ
ﾋﾀﾞﾘﾏｷﾓﾉｱﾗｶﾞｲ
ﾅﾒｸｼﾞ
ﾅｶﾞｵｶﾓﾉｱﾗｶﾞｲ
ｺﾊｸｶﾞｲ
ｶﾜﾋﾊﾞﾘｶﾞｲ
ﾏﾙﾄﾞﾌﾞｶﾞｲ
ﾄﾞﾌﾞｶﾞｲ
ﾒﾝｶﾗｽｶﾞｲ
ｲｹﾁｮｳｶﾞｲ
ｵﾊﾞｴﾎﾞｼｶﾞｲ
ﾏﾂｶｻｶﾞｲ
ｵﾄｺﾀﾃﾎﾞｼｶﾞｲ
ｻｻﾉﾊｶﾞｲ
ｵｸﾞﾗﾇﾏｶﾞｲ
ｶﾀﾊｶﾞｲ
ﾀﾃﾎﾞｼｶﾞｲ
ｲｼｶﾞｲ
ｾﾀｲｼｶﾞｲ

注）湖辺植物、貝類以外の底生動物、陸上昆虫については、種類数が多いため、変遷の情報の得られない種や重要種に
指定されていない種は表に示していない。また、プランクトンについては、固有種のみを示した（513種を整理し
た）。
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表(7) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

貝類 ﾏｼｼﾞﾐ
ｾﾀｼｼﾞﾐ ○ ▼
ﾐｽﾞｳﾐﾏﾒｼｼﾞﾐ
ﾏﾒｼｼﾞﾐ
ｶﾜﾑﾗﾏﾒｼｼﾞﾐ
ﾋﾞﾜｺﾄﾞﾌﾞｼｼﾞﾐ

その他の ﾋﾞﾜｵｵｳｽﾞﾑｼ
底生動物 ﾋﾞﾜﾖｺﾞﾚｲﾄﾐﾐｽﾞ

沖帯のﾐﾐｽﾞ類（ｴﾗﾐﾐｽﾞ) ○ （▼）
沖帯のﾐﾐｽﾞ類（ｲﾄﾐﾐｽﾞ) ○ （△）
ｲｶﾘﾋﾞﾙ
ｼﾏｲｼﾋﾞﾙ
ｱﾅﾝﾃﾞｰﾙﾖｺｴﾋﾞ
ﾅﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ
ﾋﾞﾜｶﾏｶ
ﾇﾏｴﾋﾞ
ｽｼﾞｴﾋﾞ ○ ▼
ﾃﾅｶﾞｴﾋﾞ ○ ▼
ｻﾜｶﾞﾆ
ﾌﾀﾂﾒｶﾜｹﾞﾗ
ｸﾛｽｼﾞﾋｹﾞﾅｶﾞﾄﾋﾞｹﾗ
ﾋﾞﾜｼﾛｶｹﾞﾛｳ
ｵｵｻｶｻﾅｴ
ｶﾜﾑﾗﾅﾍﾞﾌﾞﾀﾑｼ
ﾋﾞﾜｺｴｸﾞﾘﾄﾋﾞｹﾗ
ﾋﾞﾜｱｼｴﾀﾞﾄﾋﾞｹﾗ
ｶﾝﾃﾝｺｹﾑｼ
ﾋﾒﾃﾝｺｹﾑｼ
ﾏｽﾀﾞﾁﾋﾞﾋﾗﾀﾄﾞﾛﾑｼ

鳥類 ｱﾋﾞ
ｶｲﾂﾌﾞﾘ ○ ▼
ﾊｼﾞﾛｶｲﾂﾌﾞﾘ ○ △
ﾐﾐｶｲﾂﾌﾞﾘ
ｱｶｴﾘｶｲﾂﾌﾞﾘ
ｶﾝﾑﾘｶｲﾂﾌﾞﾘ ○ △
ｵｵﾐｽﾞﾅｷﾞﾄﾞﾘ
ｶﾜｳ ○ （△）
ｻﾝｶﾉｺﾞｲ
ﾖｼｺﾞｲ
ｺﾞｲｻｷﾞ
ｻｻｺﾞｲ
ｱﾏｻｷﾞ
ﾁｭｳｻｷﾞ
ｺｻｷﾞ
ｱｵｻｷﾞ
ｺｸｶﾞﾝ
ﾊｲｲﾛｶﾞﾝ
ﾏｶﾞﾝ ○ →
ｶﾘｶﾞﾈ
ﾋｼｸｲ ○ →
ｵｵﾋｼｸｲ
ﾊｸｶﾞﾝ

注）湖辺植物、貝類以外の底生動物、陸上昆虫については、種類数が多いため、変遷の情報の得られない種や重要種に
指定されていない種は表に示していない。また、プランクトンについては、固有種のみを示した（513種を整理し
た）。
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表(8) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

鳥類 ｵｵﾊｸﾁｮｳ
ｺﾊｸﾁｮｳ ○ △
ﾂｸｼｶﾞﾓ
ｵｼﾄﾞﾘ ○ →
ﾏｶﾞﾓ ○ →
ｶﾙｶﾞﾓ ○ →
ｺｶﾞﾓ ○ →
ﾄﾓｴｶﾞﾓ ○ →
ﾖｼｶﾞﾓ ○ →
ｵｶﾖｼｶﾞﾓ
ﾋﾄﾞﾘｶﾞﾓ ○ △
ｱﾒﾘｶﾋﾄﾞﾘ
ｵﾅｶﾞｶﾞﾓ ○ △
ｼﾏｱｼﾞ
ﾊｼﾋﾞﾛｶﾞﾓ ○ △
ﾎｼﾊｼﾞﾛ ○ ▼
ｷﾝｸﾛﾊｼﾞﾛ ○ →
ｽｽﾞｶﾞﾓ ○ →
ｸﾛｶﾞﾓ ○ →
ﾋﾞﾛｰﾄﾞｷﾝｸﾛ
ｺｵﾘｶﾞﾓ
ﾎｵｼﾞﾛｶﾞﾓ
ﾐｺｱｲｻ ○ △
ｳﾐｱｲｻ ○ →
ｶﾜｱｲｻ ○ →
ﾐｻｺﾞ
ﾄﾋﾞ
ｵｼﾞﾛﾜｼ
ｵｵﾜｼ
ｵｵﾀｶ
ﾉｽﾘ
ﾊｲｲﾛﾁｭｳﾋ
ﾁｭｳﾋ
ﾊﾔﾌﾞｻ
ﾁｮｳｹﾞﾝﾎﾞｳ
ｷｼﾞ
ｸｲﾅ
ﾋｸｲﾅ
ﾊﾞﾝ
ｵｵﾊﾞﾝ
ﾀﾏｼｷﾞ
ｺﾁﾄﾞﾘ
ｲｶﾙﾁﾄﾞﾘ
ｼﾛﾁﾄﾞﾘ
ﾒﾀﾞｲﾁﾄﾞﾘ
ﾑﾅｸﾞﾛ
ｹﾘ
ﾀｹﾞﾘ
ﾄｳﾈﾝ
ｳｽﾞﾗｼｷﾞ
ﾊﾏｼｷﾞ
ｸｻｼｷﾞ

注）湖辺植物、貝類以外の底生動物、陸上昆虫については、種類数が多いため、変遷の情報の得られない種や重要種に
指定されていない種は表に示していない。また、プランクトンについては、固有種のみを示した（513種を整理し
た）。
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表(9) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

鳥類 ﾀｶﾌﾞｼｷﾞ
ｷｱｼｼｷﾞ
ｲｿｼｷﾞ
ｿﾘﾊｼｼｷﾞ
ﾀｼｷﾞ
ﾕﾘｶﾓﾒ
ｾｸﾞﾛｶﾓﾒ
ｶﾓﾒ
ｳﾐﾈｺ
ﾐﾂﾕﾋﾞｶﾓﾒ
ｱｼﾞｻｼ
ｺｱｼﾞｻｼ
ｷｼﾞﾊﾞﾄ
ｶｯｺｳ
ｺﾐﾐｽﾞｸ
ﾌｸﾛｳ
ｶﾜｾﾐ
ｱﾘｽｲ
ｱｶｹﾞﾗ
ｺｹﾞﾗ
ﾋﾊﾞﾘ
ｼｮｳﾄﾞｳﾂﾊﾞﾒ
ﾂﾊﾞﾒ
ｺｼｱｶﾂﾊﾞﾒ
ｲﾜﾂﾊﾞﾒ
ｷｾｷﾚｲ
ﾊｸｾｷﾚｲ
ｾｸﾞﾛｾｷﾚｲ
ﾋﾞﾝｽﾞｲ
ﾀﾋﾊﾞﾘ
ﾋﾖﾄﾞﾘ
ﾓｽﾞ
ﾋﾚﾝｼﾞｬｸ
ﾐｿｻｻﾞｲ
ﾉｺﾞﾏ
ﾙﾘﾋﾞﾀｷ
ｼﾞｮｳﾋﾞﾀｷ
ﾉﾋﾞﾀｷ
ﾄﾗﾂｸﾞﾐ
ｼﾛﾊﾗ
ﾂｸﾞﾐ
ｳｸﾞｲｽ
ｺﾖｼｷﾘ
ｵｵﾖｼｷﾘ
ｾｯｶ
ｴﾅｶﾞ
ﾂﾘｽｶﾞﾗ
ﾔﾅｶﾞﾗ
ｼｼﾞｭｳｶﾗ
ﾒｼﾞﾛ
ﾎｵｼﾞﾛｶﾞﾓ
ﾎｵｱｶ

注）湖辺植物、貝類以外の底生動物、陸上昆虫については、種類数が多いため、変遷の情報の得られない種や重要種に
指定されていない種は表に示していない。また、プランクトンについては、固有種のみを示した（513種を整理し
た）。
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表(10) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

鳥類 ｶｼﾗﾀﾞｶ
ｱｵｼﾞ
ｵｵｼﾞｭﾘﾝ
ｱﾄﾘ
ｶﾜﾗﾋﾜ
ﾍﾞﾆﾏｼｺ
ｲｶﾙ
ｽｽﾞﾒ
ﾑｸﾄﾞﾘ
ｶｹｽ
ﾊｼﾎﾞｿｶﾞﾗｽ
ﾊｼﾌﾞﾄｶﾞﾗｽ
ｺｼﾞｭｹｲ

陸上昆虫 ｵｵｻｶｻﾅｴ
ｺﾊﾞﾝﾑｼ
ｾｱｶｵｻﾑｼ
ｱｶﾏﾀﾞﾗｺｶﾞﾈ
ﾓﾝｽｽﾞﾒﾊﾞﾁ
ｵｵｽｽﾞﾒﾊﾞﾁ

両生類 ｶｽﾐｻﾝｼｮｳｳｵ
ﾌﾞﾁｻﾝｼｮｳｳｵ
ﾋﾀﾞｻﾝｼｮｳｳｵ
ﾊｺﾈｻﾝｼｮｳｳｵ
ｵｵｻﾝｼｮｳｳｵ
ｲﾓﾘ
ﾆﾎﾝﾋｷｶﾞｴﾙ
ｱｽﾞﾏﾋｷｶﾞｴﾙ
ｱﾏｶﾞｴﾙ
ﾅｶﾞﾚﾋｷｶﾞｴﾙ
ﾀｺﾞｶﾞｴﾙ
ﾆﾎﾝｱｶｶﾞｴﾙ
ﾔﾏｱｶｶﾞｴﾙ
ﾄﾉｻﾏｶﾞｴﾙ
ﾄｳｷｮｳﾀﾞﾙﾏｶﾞｴﾙ
ﾇﾏｶﾞｴﾙ
ｳｼｶﾞｴﾙ
ﾂﾁｶﾞｴﾙ
ｼｭﾚｰｹﾞﾙｱｵｶﾞｴﾙ
ﾓﾘｱｵｶﾞｴﾙ
ｶｼﾞｶｶﾞｴﾙ

爬虫類 ｸｻｶﾞﾒ
ｱｶﾐﾐｶﾞﾒ
ｲｼｶﾞﾒ
ｽｯﾎﾟﾝ
ﾔﾓﾘ
ﾄｶｹﾞ
ｶﾅﾍﾋﾞ
ﾀｶﾁﾎﾍﾋﾞ
ｼﾏﾍﾋﾞ
ｼﾞﾑｸﾞﾘ
ｱｵﾀﾞｲｼｮｳ
ｼﾛﾏﾀﾞﾗ

注）湖辺植物、貝類以外の底生動物、陸上昆虫については、種類数が多いため、変遷の情報の得られない種や重要種に
指定されていない種は表に示していない。また、プランクトンについては、固有種のみを示した（513種を整理し
た）。
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表(11) 分析対象項目の選定

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002)
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

爬虫類 ﾋﾊﾞｶﾘ
ﾔﾏｶｶﾞｼ
ﾏﾑｼ

哺乳類 ｼﾞﾈｽﾞﾐ
ｶﾜﾈｽﾞﾐ
ﾋﾐｽﾞ
ﾐｽﾞﾗﾓｸﾞﾗ
ﾓｸﾞﾗ
ｺｷｸｶﾞｼﾗｺｳﾓﾘ
ｷｸｶﾞｼﾗｺｳﾓﾘ
ﾓﾓｼﾞﾛｺｳﾓﾘ
ｱﾌﾞﾗｺｳﾓﾘ
ﾕﾋﾞﾅｶﾞｺｳﾓﾘ
ﾆﾎﾝﾃﾝｸﾞｺｳﾓﾘ
ﾆﾎﾝｻﾞﾙ
ﾉｳｻｷﾞ
ﾊｲｶﾞｼﾗﾘｽ
ﾆﾎﾝﾘｽ
ｼﾏﾘｽ
ﾑｻｻﾋﾞ
ｽﾐｽﾈｽﾞﾐ
ﾊﾀﾈｽﾞﾐ
ｱｶﾈｽﾞﾐ
ﾋﾒﾈｽﾞﾐ
ｶﾔﾈｽﾞﾐ
ﾊﾂｶﾈｽﾞﾐ
ｸﾏﾈｽﾞﾐ
ﾄﾞﾌﾞﾈｽﾞﾐ
ﾇｰﾄﾘｱ
ﾂｷﾉﾜｸﾞﾏ
ﾀﾇｷ
ｷﾂﾈ
ﾃﾝ
ｲﾀﾁ
ｱﾅｸﾞﾏ
ﾆﾎﾝｲﾉｼｼ
ﾆﾎﾝｼﾞｶ
ｶﾓｼｶ

動物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ ﾋﾞﾜﾂﾎﾞｶﾑﾘ
ﾋﾞﾜﾐｼﾞﾝｺ

植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ ｽｽﾞｷｹｲｿｳ
ｽｽﾞｷｹｲｿｳﾓﾄﾞｷ
ﾋﾞﾜｸﾝｼｮｳﾓ ○ （▽）
ﾋﾞﾜｸﾝｼｮｳﾓ(変種1)
ﾋﾞﾜｸﾝｼｮｳﾓ(変種2)

景観 自然湖岸の比率 ○ (▼)
注）湖辺植物、貝類以外の底生動物、陸上昆虫については、種類数が多いため、変遷の情報の得られない種や重要種に
指定されていない種は表に示していない。また、プランクトンについては、固有種のみを示した（513種を整理し
た）。

27



分析対象項目一覧

分類 分析対象項目 情報の蓄積性
変動性

(1973-2002) 分析対象項目の変化 参照グラフ
▼：減少,△増加，→横ばい
（ ）はグラフから傾向を読み
取ったことを示す

地形・地質 内湖の面積 ○ (▼) 内湖の減少 1
沿岸の浅場の面積 ○ (▼) 沿岸の浅場の減少 2

気候 年平均気温 ○ △ 年平均気温の上昇 3
日最低気温の年平均値 ○ （△） 日最低気温の平均値の上昇 4
冬日日数 ○ （▼） 冬日日数の減少 5
年間日照時間 ○ ▼ 日照時間の減少 6

水理・水文 年平均水位 ○ ▼ 年平均水位の低下 7
水質 北湖平均透明度 ○ △ 北湖平均透明度の上昇 8

北湖平均BOD ○ ▼ 北湖平均BODの低下 9
南湖平均BOD ○ ▼ 南湖平均BODの低下 10
北湖平均COD ○ △ 北湖平均CODの上昇 11
南湖平均TN ○ ▼ 南湖平均TNの低下 12
北湖平均TP ○ ▼ 北湖平均TPの低下 13
南湖平均TP ○ ▼ 南湖平均TPの低下 14
淡水赤潮発生日数 ○ ▼ 淡水赤潮発生日数の減少 15
アオコ発生日数 ○ （△） アオコ発生日数の増加 16
沖帯底層の平均水温 ○ △ 沖帯底層の平均水温の上昇 17

底質 琵琶湖沿岸の泥分 ○ (△) 沿岸の泥分の増加 18
赤野井湾および中間水路における
底質鉛直分布

○ (△)
赤野井湾および中間水路における底質の有
機物の増加

19

植物 ﾖｼ ○ (▼) ヨシの減少 20
魚類 ｳﾅｷﾞ ○ ▼ ウナギの減少 21

ﾜｶｻｷﾞ ○ （△） ワカサギの増加 22
ﾋﾞﾜﾏｽ ○ △ ビワマスの増加（天然産卵固体の減少） 23
ｵｲｶﾜ ○ ▼ オイカワの減少 24
ﾊｽ ○ ▼ ハスの減少 25
ｳｸﾞｲ ○ ▼ ウグイの減少 26
ﾎﾝﾓﾛｺ ○ ▼ ホンモロコの減少 27
ｺｲ ○ ▼ コイの減少 28
ﾆｺﾞﾛﾌﾞﾅ ○ ▼ ニゴロブナの減少 29
ｲｻｻﾞ ○ ▼ イサザの減少 30
ｵｵｸﾁﾊﾞｽ ○ （△） オオクチバスの増加 31
ﾌﾞﾙｰｷﾞﾙ ○ （△） ブルーギルの増加 32

底生動物 ｾﾀｼｼﾞﾐ ○ ▼ セタシジミの減少 33
ｽｼﾞｴﾋﾞ ○ ▼ スジエビの減少 34
ﾃﾅｶﾞｴﾋﾞ ○ ▼ テナガエビの減少 35
沖帯のﾐﾐｽﾞ類（ｴﾗﾐﾐｽﾞ) ○ （▼） 沖帯のｴﾗﾐﾐｽﾞの減少 36
沖帯のﾐﾐｽﾞ類（ｲﾄﾐﾐｽﾞ) ○ （△） 沖帯のｲﾄﾐﾐｽﾞの増加 37

鳥類 ｶｲﾂﾌﾞﾘ ○ ▼ カイツブリの減少 38
ﾊｼﾞﾛｶｲﾂﾌﾞﾘ ○ △ ハジロカイツブリの増加 39
ｶﾝﾑﾘｶｲﾂﾌﾞﾘ ○ △ カンムリカイツブリの増加 40
ｶﾜｳ ○ （△） カワウの増加 41
ｺﾊｸﾁｮｳ ○ △ コハクチョウの増加 42
ﾋﾄﾞﾘｶﾞﾓ ○ △ ヒドリガモの増加 43
ｵﾅｶﾞｶﾞﾓ ○ △ オナガガモの増加 44
ﾊｼﾋﾞﾛｶﾞﾓ ○ △ ハシビロガモの増加 45
ﾎｼﾊｼﾞﾛ ○ ▼ ホシハジロの減少 46
ﾐｺｱｲｻ ○ △ ミコアイサの増加 47

プランクトン ﾋﾞﾜｸﾝｼｮｳﾓ ○ （▽） ビワクンショウモの減少 48
景観 自然湖岸の比率 ○ (▼) 自然湖岸の減少 49
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4. 分析対象項目の変化の原因分析 

分析対象項目の変化の原因を推測し、それぞれの原因に対して考えられる環境改善策に

ついて検討した。結果を表および図に示す。検討した結果、変化の原因が類似している事

項についてはまとめて示している。 

 

 



原因 ※1 環境改善策

水質 水位 場（物理的な形状） その他 人為的なインパクト 社会環境 行政が取組めるもの ※2 住民による主体的な取り組み ※3

内湖の減少 内湖の干拓 内湖の創出・復元

農地拡大の社会的要請
情報提供、啓発活動、連携のシステムづくり 保全の取り組みﾈｯﾄﾜｰｸの構築

沿岸の浅場の減少
湖岸堤の建設、埋立等
湖岸整備(場の消失)

沿岸帯の改善（覆砂）

洪水対策の社会的要請
情報提供、啓発活動、連携のシステムづくり
（水防連絡協議会の設立、水のめぐみ舘等を利用した学習の推進
等）

・環境負荷の少ないくらしや事業活動等の展開
（水防組合への参加､自主防災組織への参加）
・世代を超えた意識の共有
（防災学習等の取り組み）

地球温暖化 温暖化対策（排出ガス規制、森林整備等）

人口の増加、産業の発展等

情報提供、啓発活動、連携のシステムづくり
（ISO14000シリーズ取得推進、持続型企業活動の学習の推進、水の
めぐみ舘等を利用した学習の推進 等）

・環境負荷の少ないくらしや事業活動等の展開
（ISO14000シリーズ取得の取り組み）
・世代を超えた意識の共有
（持続型企業活動の学習の取り組み）

日照時間の減少 気候変動
（人為的に大きな影響を与えた要因が想定されないため、対策は実
施しない）

年平均水位の低下
水位操作（洪水期制限
水位の維持）

生態系に配慮した水位操作（6月以降の水利用による水位低下、
夏から冬にかけての低い水位の長期化の抑制）

洪水対策の社会的要請

情報提供、啓発活動、連携のシステムづくり
（水防連絡協議会の設立、水のめぐみ舘等を利用した学習の推進
等）

・環境負荷の少ないくらしや事業活動等の展開
（水防組合への参加､自主防災組織への参加）
・世代を超えた意識の共有
（防災学習等の取り組み）

夏場の渇水頻度の増加 温暖化対策（排出ガス規制、森林整備等）

地球温暖化

人口の増加、産業の発展等
情報提供、啓発活動、連携のシステムづくり
（ISO14000シリーズ取得推進、持続型企業活動の学習の推進、水の
めぐみ舘等を利用した学習の推進 等）

取水の増大

工業・農業用水利用の増大

※1 “原因”の凡例
                             ：変化の原因を示す

                             ：各原因に対する改善策を示す

※2 “行政が取り組めるもの” の凡例
：水陸移行帯の保全・再生、 ：生態系に配慮した水位変動、 ：水質の改善、 ：その他、 ：住民による主体的な取り組みに関するもの

※3 の凡例

：環境負荷の少ない暮らしや事業活動等の展開

：世代を超えた意識の共有

：その他の参画・実践

・環境負荷の少ないくらしや事業活動等の展開
（節水の取り組み、水の反復利用､ISO14000シリーズ取得の取り組み、環境調和型農
業の取り組み）
・世代を超えた意識の共有
（節水等の学習の取り組み、持続型企業活動の学習の取り組み、持続可能な農法学
習の取り組み）

情報提供、啓発活動、連携のシステムづくり
（節水キャンペーン、ISO14000シリーズ取得推進、環境調和型農業
の推進、水のめぐみ舘等を利用した学習の推進 等）

分析対象項目の変化 原因

・年平均気温の上昇
・日最低気温の平均値の上昇
・冬日日数の減少
・沖帯底層の平均水温の上昇
（気温の上昇）

赤文字

青文字

緑文字

住民による主体的な取り組み

30
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5. 分析対象項目の変化の原因に基づく環境改善の方向性の検討  

分析対象項目の変化の原因に対する環境改善策を下記のとおり、「水陸移行帯

の保全・再生」「生態系に配慮した水位変動」「水質の改善」「その他の改善策」

「住民による主体的な取組み」に整理した。 

「水陸移行帯の保全・再生」および「生態系に配慮した水位変動」について

は、今後、効果的な改善策について、さらに具体的な検討を行う必要がある。 

「水質の改善」については、これまで様々な取組みがなされてきたが、今後

とも、関係諸機関、流域住民等と連携を図りつつ、さらなる改善に向けて持続

的に取り組む必要がある。 

また、いずれの課題についても、その背景には社会的な要請があり、大きな

環境改善の効果を得るためには、環境を重視した社会・生活をめざして、関係

諸機関、住民等がそれぞれ主体的に取り組んでいくことが重要と考えられる。 
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6. 環境改善策の検討  

6.1 環境改善策の検討 

環境改善の方向性に基づき、４章で検討した環境改善策を整理し、それぞれ

の改善策と改善が期待される分析対象項目との対応を表に示した。  

 



分 析 対 象 項 目 の 変 遷

地形 気候 水文 水質 底質 生物 景観

地質     植物 魚類  底生動物 鳥類
プラン
クトン

 

内
湖
の
減
少

沿
岸
の
浅
場
の
減
少

・
年
平
均
気
温
の
上
昇

・
日
最
低
気
温
の
平
均
値
の
上
昇

・
冬
日
日
数
の
減
少

・
日
照
時
間
の
減
少

・
沖
帯
底
層
の
平
均
水
温
の
上
昇

年
平
均
水
位
の
低
下

・
北
湖
平
均
C
O
D
の
上
昇

・
ア
オ
コ
発
生
日
数
の
増
加

・
淡
水
赤
潮
発
生
日
数
の
減
少

・
カ
ビ
臭
発
生
日
数
の
減
少

沿
岸
の
泥
分
の
増
加

・
赤
野
井
湾
お
よ
び
中
間
水
路
に
お
け
る
底
質
の

有
機
物
の
増
加

ヨ
シ
の
減
少

ウ
ナ
ギ
の
減
少

オ
イ
カ
ワ
の
減
少

ハ
ス
の
減
少

ウ
グ
イ
の
減
少

ワ
カ
サ
ギ
の
増
加

ビ
ワ
マ
ス
（

天
然
産
卵
個
体
）

の
減
少

・
ホ
ン
モ
ロ
コ
の
減
少

・
コ
イ
の
減
少

・
ニ
ゴ
ロ
ブ
ナ
の
減
少

イ
サ
ザ
の
減
少

・
オ
オ
ク
チ
バ
ス
の
増
加

・
ブ
ル
ー

ギ
ル
の
増
加
）

・
ス
ジ
エ
ビ
の
減
少

・
テ
ナ
ガ
エ
ビ
の
減
少

・
沖
帯
の
エ
ラ
ミ
ミ
ズ
の
減
少

・
沖
帯
の
イ
ト
ミ
ミ
ズ
の
増
加

セ
タ
シ
ジ
ミ
の
減
少

カ
イ
ツ
ブ
リ
の
減
少

カ
ワ
ウ
の
増
加

ハ
ジ
ロ
カ
イ
ツ
ブ
リ
の
増
加

カ
ン
ム
リ
カ
イ
ツ
ブ
リ
の
増
加

コ
ハ
ク
チ
ョ

ウ
の
増
加

オ
シ
ド
リ
の
増
加

ヒ
ド
リ
ガ
モ
の
増
加

オ
ナ
ガ
ガ
モ
の
増
加

ハ
シ
ビ
ロ
ガ
モ
の
増
加

ホ
シ
ハ
ジ
ロ
の
増
加

ミ
コ
ア
イ
サ
の
増
加

ビ
ワ
ク
ン
シ
ョ

ウ
モ

自
然
湖
岸
の
減
少

水陸移行帯 内湖、水田と琵琶湖の連続性の確保 ○ ○
の保全・再生 内湖の創出・復元 ○ ○ ○ ○ ○

ヨシ帯の創出・復元 ○ ○ ○ ○
適正なヨシ刈り（水ヨシ帯のヨシ刈りの中止） ○ ○ ○ ○
砂利採取の抑制 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
河川の近自然化 ○

河川と琵琶湖の連続性の確保
・魚道の設置
・維持流量の確保

○

土砂の連続性の確保
・ダム・堰における堆積土砂の下流への還元

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自然湖岸の復元
・ヨシ帯の創出・復元､砂浜の創出・復元

○

生態系に配慮した水位変動
・洪水期制限水位への移行などによる急速な水位
低下の増大の抑制

○

・6月以降の水利用による水位低下の抑制 ○ ○ ○ ○

・夏から冬にかけての低い水位の長期化の抑制 ○ ○ ○ ○

水質の改善 点源対策

・下水道整備
・排出規制等
面源対策
・農業・自然系の流出抑制対策
・市街地排水浄化対策

流出過程対策
・河川の自然環境の保全・再生
・河道内の浚渫

○ ○ ○ ○

湖内対策
・内湖の創出､復元,ヨシ帯の創出､復元,砂浜の創
出､復元等(湖内自浄効果の復元)
・湖内負荷の除去（浚渫等）

○ ○ ○

沿岸帯の自浄効果の復元
・覆砂

○ ○

沿岸帯の改善
・覆砂

○ ○

水陸移行帯の自浄効果の復元

・内湖の創出・復元 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・ヨシ帯の創出・復元､砂浜の創出・復元 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他 流域
温暖化対策
・排出ガス規制
・森林整備等

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

水源涵養
・森林の整備
・市街地における浸透機会の確保等

○ ○ ○ ○

湖内 外来魚のリリース禁止・駆除 ○ ○ ○ ○
適正な資源管理
・禁漁期の設定
・保護水面の設定等

○ ○ ○

カワウの個体数管理 ○ ○

保
全
の
取
り
組
み
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構築

情報提供・啓発活動・連携のシステムづくり
・ISO14000ｼﾘｰｽﾞ取得推進
・建設リサイクル
・持続型企業活動の学習の推進
・水のめぐみ館等を利用した学習の推進
・持続可能な資源管理型漁業の推進､資源管理型水
産物の利用など消費者の意識改革の推進
・水防連絡協議会の設立
・くらしの中の環境保全行動の推進
・環境調和型農業の推進
・節水キャンペーン
・条例等による外来魚のリリース禁止の推進､外来
種問題学習の推進

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住
民
に
よ
る

主
体
的
な
取
り
組
み

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

注：水質項目のうち変化はみられるが、その変化が改善方向である項目(例「北湖平均ＢＯＤの低下」等)は、分析対象項目から除外した。

環境負荷の少ないくらしや事業活動等の展開
保全の取り組みネットワークの構築
世代を超えた意識の共有

○

環境改善の方向性

行
政
が
取
り
組
め
る
も
の

生態系に配
慮した水位
変動

○

環境改善策

○ ○

不
明

不
明

不
明

不
明

不
明

不
明

不
明

不
明

不
明

不
明

不
明

不
明

不
明

不
明
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6.2 各改善策の内容 

6.2.1 水陸移行帯の保全・再生 

水陸移行帯の改善策は、ヨシ帯等の水陸移行帯を利用する生物の生息・生育

環境改善効果が期待できるだけでなく、ヨシ帯の水質浄化機能などによる水質

の改善にも役立つことが期待できる。 

【施策例】 

○ 内湖、水田と琵琶湖の連続性の確保 

○ 内湖の創出・復元 

○ ヨシ帯の創出・復元 

○ 適正なヨシ刈り（水ヨシ帯のヨシ刈りの中止） 

○ 砂利採取の抑制 

○ 河川の近自然化 

○ 河川と琵琶湖の連続性の確保 

・魚道の設置 

・維持流量の確保 

○ 土砂の連続性の確保 

・ダム・堰における堆積土砂の下流への還元 

○自然湖岸の復元 

・ヨシ帯の創出・復元、砂浜の創出・復元 

 

【現在の取り組み状況】 

○魚のゆりかごプロジェクト 

フナ・コイ・ナマズなどの産卵場としての水田の機能をとりもどすために、

農業排水路に間伐材を利用した「全面魚道施設」を設置するとともに、水田

でふ化した稚魚を放流している。 

○水産基盤整備事業 

フナ類等の温水魚の産卵場として重要なヨシ群落が琵琶湖沿岸で減少して

いるため、ヨシ帯造成により温水魚資源の増殖を図っている。 

○琵琶湖・陸域連続性回復協議会（仮称）の設置 

琵琶湖と陸域の連続性の回復にあたり 

①整備のための調査・検討などの情報交換 

②具体的整備箇所に関する協議・調整 

を諮りながら、琵琶湖と陸域の連続性の回復を進める。 

○琵琶湖岸（家棟川）ビオトープのモニタリング 

湿地環境の復元により、生物の生息・生育環境の形成や、植生による自然

浄化機能についてもモニタリングを実施している。 

【今後の取り組み予定】 

○琵琶湖と陸域の連続性の具体的な回復策を試行。 

○琵琶湖・陸域連続性回復協議会（仮称）を活用した関係機関の協力体制を

確立し、継続的な改善実績を継続。（目標） 
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○回復事例箇所のモニタリング 

 

6.2.2 生態系に配慮した水位変動 

生物の生息・生育に配慮した水位変動の改善手法として、洗堰の操作運用の

変更や別途容量の確保などを実施することによって、水陸移行帯を利用するコ

イ・ニゴロブナ・ホンモロコ・カイツブリ等の生息環境が改善されることが期

待できる。現行の操作規則を念頭に置きつつ生物の生息・生育状況の改善を図

る。 

【施策例】 

○洪水期制限水位への移行などによる急速な水位低下の増大の抑制 

○6 月以降の水利用による水位低下の抑制 

○夏から冬にかけての低い水位の長期化の抑制 

【現在の取り組み状況】 

○水需要抑制のための節水 PR 

○瀬田川洗堰の弾力的運用（生態系に配慮した瀬田川洗堰の堰操作） 

○瀬田川洗堰のきめ細かな操作（生態系に配慮した瀬田川洗堰の堰操作） 

○淀川大堰でのフラッシュ放流の早期運用 

○関係機関の情報共有強化（渇水対策会議の平常時からの開催等） 

○急速な水位変動や低水位の長期化の影響による琵琶湖の水陸移行帯に生

息・生育する生物への影響調査のための調査項目の設定。 

○琵琶湖沿岸部におけるコイ科魚類の産卵及び稚魚調査の実施 

（琵琶湖沿岸部のコイ科魚類の主要な産卵・成育場所において、現地の地

形や植生の状況、産卵・成育状況、さらに琵琶湖水位変動による生息・生

育域の変化を確認。） 

【今後の取り組み予定】 

○生態系に配慮した瀬田川洗堰の堰操作とモニタリング。 

○急速な水位変動や低水位の長期化の影響による琵琶湖の水陸移行帯に生

息・生育する生物への影響を把握。 

○急速な水位変動や低水位の長期化の影響による琵琶湖に生息・生育する生

物への影響を減少させるための具体的な施策の提案。 

○具体的な施策の提案と実施。 

 

6.2.3 水質の改善 

下水道整備などの流入負荷の低減や浚渫等の湖内負荷の除去、湖内自浄効果

の回復等の水質改善策を実施することによって、アオコ・赤潮・カビ臭の発生

を抑え水道水臭気の除去が期待できるとともに、底生動物相の変化等、沖帯生

態系の改善効果も期待できる。 

【施策例】 

○ 点源対策 

・下水道整備（普及率 72.6％ H14） 

・排出規制等 
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○面源対策 

 ・農業・自然系の流出抑制対策 

 ・市街地排水浄化対策 

○流出過程対策 

 ・河川の自然環境の保全・再生 

 ・河道内の浚渫等 

○湖内対策 

・内湖の創出､復元、ヨシ帯の創出､復元、砂浜の創出､復元等（湖内自浄

効果の復元） 

・湖内負荷の除去（浚渫） 

○沿岸帯の自浄効果の復元 

・覆砂 

○沿岸帯の改善 

 ・覆砂 

○水陸移行帯の自浄効果の復元 

・内湖の創出・復元 

・ヨシ帯の創出・復元、砂浜の創出・復元 

【現在の取り組み状況】 

○マザーレイク２１計画による取り組みの推進。 

○河川環境整備事業（流入河川対策） 

（琵琶湖に流入する河川や内湖において、流入負荷の削減を図っている。） 

【今後の取り組み予定】 

○継続的な水質改善への取り組み。 

○琵琶湖・淀川流域水質管理協議会（仮称）の設立。 

 

6.2.4 その他 

その他、琵琶湖環境の改善に役立つ項目としては、温暖化対策、水源涵養、

外来魚のリリース禁止・駆除、適正な資源管理、カワウの個体数管理、情報

提供・啓発活動・連携のシステムづくりが挙げられ、施策例及び現在の取り

組みとして下記の項目が挙げられる。 

【施策例】 

○温暖化対策 

・排出ガス規制 

・森林整備等 

○水源涵養 

・森林の整備 

・市街地における浸透機会の確保等 

○外来魚のリリース禁止・駆除 

○適正な資源管理 

・禁漁期の設定 

・保護水面の設定等 

○カワウの個体数管理 
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○情報提供・啓発活動・連携のシステムづくり 

・ISO14000 ｼﾘｰｽﾞ取得推進 

・建設リサイクル 

・持続型企業活動の学習の推進 

・水のめぐみ館等を利用した学習の推進 

・持続可能な資源管理型漁業の推進､資源管理型水産物の利用など消費者

の意識改革の推進 

・水防連絡協議会の設立 

・くらしの中の環境保全行動の推進 

・環境調和型農業の推進 

・節水キャンペーン 

・条例等による外来魚のリリース禁止の推進､外来種問題学習の推進 

【現在の取り組み状況】 

○温暖化対策 

・国等による地球温暖化対策 

○水源涵養 

・マザーレイク 21 計画による水源涵養に関する取り組み 

○外来魚のリリース禁止・駆除 

・「滋賀県琵琶湖のレジャー利用の適正化に関する条例」による外来魚

の再放流禁止 

○適正な資源管理 

・滋賀県漁業調整規則（滋賀県における水産資源の保護培養、漁業取締り

その他漁業調整を図り、あわせて漁業秩序の確率を期することを目的） 

○カワウの個体数管理 

・有害鳥獣捕獲等の実施 

○情報提供・啓発活動・連携のシステムづくり 

・琵琶湖水質保全対策行動計画 

 

【今後の取り組み予定】 

○温暖化対策 

・国等による地球温暖化対策の推進 

○水源涵養 

・マザーレイク 21 計画による水源涵養に関する取り組みの推進 

○外来魚のリリース禁止・駆除 

・「滋賀県琵琶湖のレジャー利用の適正化に関する条例」による外来魚

の再放流禁止の遵守 

○適正な資源管理 

・滋賀県漁業調整規則（滋賀県における水産資源の保護培養、漁業取締り

その他漁業調整を図り、あわせて漁業秩序の確率を期することを目的）の遵

守 

○カワウの個体数管理 

・有害鳥獣捕獲等の実施促進 

○保全の取り組みネットワークの構築 
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・琵琶湖水質保全対策行動計画の推進 

 

6.2.5 住民による主体的な取り組み 

水防組合・自主防災組織への参加や節水、ISO14000 シリーズ取得、環境調

和型農業等、環境負荷の少ないくらしや事業活動等の展開をはじめとして、

防災・節水・持続型企業活動・持続可能な農法についての学習など世代を超

えた意識の共有や、環境を重視する社会・生活への理解・学習に住民が主体

的に取組むことにより、琵琶湖環境の改善が期待される。 

 

※“住民による主体的な取り組み”については、『琵琶湖の総合的な保全のための計画

調査』に基づいて整理を行った。『琵琶湖の総合的な保全のための計画調査』では、

住民による参画、実践を下記に示すように 3 つの項目に区分し、それぞれを［教育］、

［調整］、［実践］の各段階として位置づけている。 

①環境負荷の少ないくらしや事業活動等の展開 ［実践］ 

②保全の取り組みネットワークの構築  ［調整］ 

③世代を超えた意識の共有   ［教育］ 

なお、“洪水対策”、“資源管理の未徹底”に対する“住民による主体的な取り組み”

は、『琵琶湖の総合的な保全のための計画調査』に該当する項目がなかったため、上記

の各段階の考え方に従い、［実践］段階として位置づけて整理を行った。 

【現在の取り組み状況】 

①環境負荷の少ないくらしや事業活動等の展開 

 ・マイバッグキャンペーンの実施 

 ・環境調和型農業の推進 

 ・びわこの日県下一斉清掃活動 等 

②保全の取り組みネットワークの構築 

 ・淡海ネットワークセンター等における NPO 活動の推進 

 ・赤野井湾流域協議会などの水環境保全の取り組み 

 ・ソフトツーリズム推進により、旅行、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ等における琵琶湖保全への配慮 等 

③世代を超えた意識の共有 

 ・びわ湖フローティングスクール「湖（うみ）の子」による体験学習への参加 

 ・環境副読本による学校での環境教育 

 ・エコライフグリーン倶楽部、環境家計簿の実践 等 
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7. 分析対象項目グラフ 

 

（p.28 参照） 
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注 1）水ヨシ：B.S.L.±0m より低い位置に生育しているヨシ。 
  陸ヨシ：B.S.L.±0m より高い位置に生育しているヨシ。 

1961、1974、1985 年は水資源開発公団資料。 
1997 年の値は水資源開発公団資料（1994 年航空写真、1997 年・1998 年現地調査）より、 
ヨシ群落面積を読みとった。 
1953 年、1992 年は滋賀県資料。 

注 2）1974 年のデータと 1997 年のデータを比較し、減少がみられるため変化の程度にかかわらず、分

析対象項目とした。 

 

出典：1953 年：「昭和 28 年総合開発調査琵琶湖水位低下対策（水産生物）調査報告書」（滋賀県水産

試験場）（マザーレイク 21 計画より引用）」、「1992 年：「ヨシ群落現存量等把握調査」（平成 4 年 3 月滋

賀県環境室）（マザーレイク 21 計画より引用）」、「1961,1974,1985,1997 年：水資源機構資料」 

 
図  ヨシ群落面積の変化 

20 

 

 



 58

動物 
魚類 

注）水産農林統計年報に記載以前はほとんど漁獲されていないため、増加したと判断した。
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出典：滋賀県農林水産統計年報より作成 
図  漁獲量の変化 
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植物プランクトン 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

注）1970 年代の細胞数は不明であり、変化の時期は不明だが、近年減少していることが指摘されている

ことから分析対象項目としてとりあげた。 

出典：滋賀県 HP 

図  ビワクンショウモの細胞数の変化 
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注）データが少ないため、1979 年のデータと 1991 年のデータを比較し、減少がみられるため変化の程

度にかかわらず、分析対象項目とした。 
出典：環境庁自然保護局編（1993）「日本の湖沼環境Ⅱ」（第４回自然環境保全基礎調査 湖沼調査

報告書）より作成 
図  自然湖岸の変化 
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